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第１章 支援計画の立案 

 

１． 本事業への PFI 導入に係る検討方針 

本事業への PFI 導入検討の方針は以下のとおりとする。 

創意工夫の余地が制限される改修事業と収益性向上を期待する運営事業の２つの

側面での民間ノウハウの最大限の活用と財政負担の低減の追求 

 

２． 支援項目 

（１） 前提条件の整理 

（２） 要求水準に定める基本的事項の整理 

（３） 事業性の整理 

（４） ＶＦＭ（案）の整理 

（５） リスク分担（案）の整理 

（６） 概算事業費の整理 

（７） その他支援を希望する事項の整理 

（８） 年次計画の整理 

（９） PFI 手法を活用した事業実施方法の整理 

（１０） 手続きの簡略化及び事業期間の短縮化に関する整理 

（１１） 被災地における PFI 手法の活用に関する課題等整理 

 

３． 支援時期等 

図表 1 支援計画 
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第２章 前提条件の整理 

１． 仙台市科学館改修等事業の概要 

本事業の対象施設である仙台市科学館の施設概要は以下のとおりであり、本事業に

おいて 2017 年に当該施設の建築・設備の初期大規模改修工事、3 階展示室の初期展示

リニューアル工事を実施、またその後、事業期間に亘たり修繕・更新工事及び建築保

守管理等維持管理、科学館運営を行う。 

 

 

図表 2 仙台市科学館施設概要 

供用開始 1990年9月 

敷地面積 16,144㎡ 

建物 構造 鉄筋鉄骨コンクリート造及び一部鉄骨造地上5階塔屋

2階建 

建築面積 5,375㎡ 

延床面積 12,208㎡ 

施設構成 1階：市民の理科室、図書資料室、収蔵庫 

2階：特別展示室、実験室、館長室、事務諸室 

3階：生活系展示室、総合案内、出入口、 

エントランス、自然観察デッキ、売店 

4階：自然史・理工系展示室 

 

 

 

 

２． 初期大規模改修工事及び維持管理運営期間中の修繕・更新工事に係る前提条件 

（１） 初期大規模改修工事計画 

2017 年に実施する工事計画は次表のとおりである。 
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図表 3 初期大規模改修工事計画 
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（２） 維持管理期間中の修繕・更新工事計画 

2018 年～2036 年の建築・電気設備・機械設備の修繕（一部更新含む）に係る工事計

画は下記のとおりである。 

 

図表 4 長期修繕計画表(種目別) 
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３． 初期展示リニューアル工事に係る前提条件 

（１） 基本計画における基本的な考え方 

① 基本方針 

驚きと感動に満ち溢れた生涯学習の場として展示等の整備を進めていく。さらに地

域の科学的財産を収集・整理・展示して後世に伝えていくための拠点施設として充実

を図る。 

② 展示コンセプト 

〇「見て・ふれて・ためして・感じる」ことのできる科学館 

〇新たな学びを提供できる科学館 

〇何度でも行ってみたくなる科学館 

〇人にやさしい科学館 

〇連携を通じ地域の科学技術と利用者をつなぐ場となる科学館 

 

４． 初期大規模改修工事及び初期展示リニューアル工事の全体工程 

初期大規模改修工事と初期展示リニューアル工事の箇所が重ならない工夫をすることに

より、15 か月程度の施工期間となる。 

 

５． 運営に係る前提条件 

（１） 現施設の運営について 

① 施設の基本理念 

●理工系・自然史系・生活系を中心とし、博物館としての機能を充実させた科学館 

●参加体験型の展示を通して科学の原理法則に触れることができ、創造力を呼び起こ

すことのできる科学館 

●郷土の自然の大切さを知り、環境を保全することの重要性を学ぶことのできる科学

館 

●児童生徒への効果的な理科教育を実践し、教育現場からの支援の要請にも的確に応

えられる科学館 

●幼児から高齢者までの生涯にわたる科学の学習を支援し広く市民に学ぶ機会を提供

できる科学館 

 

② 運営の概要 

図表 5 事業の概要 

 

分類 詳細 

学芸事業 展示（常設展、特別展、企画展）、調査・研究、収集・収蔵・保管

学校教育事業 科学館学習、仙台市児童・生徒理科作品展、自由研究教室、教員

研修、環境学習の学校支援、インターンシップや博物館実習の受
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入れなど 

社会教育事業 生涯学習事業、科学館支援組織育成 

連携事業 共催行事の実施、各種機関との連携 

情報ネットワーク 

広報・出版 

WEB ページの整備、各種広報等 

 

（２） 改修後の運営業務の内容について 

① 科学館の事業方針について 

施設(建築設備及び展示)リニューアル後も、施設の基本理念に従い、科学技術に関

する知識の普及啓発を図るとともに、さらに、東日本大震災の教訓を記録・発信する

コンテンツの強化に取り組んでいく。 

 

② 施設リニューアル後の業務内容と運営への民間活力導入 

改修後は、学校教育事業を除き、サービスの質の向上や効率的な運営を追求するた

め積極的に民間事業者のノウハウを取り入れていく。 

 

６． 法関連の条件整理 

（１） 法制度 

① 施設の整備及び運営にかかる法的制約 

仙台市科学館は、社会教育法第 9条第 2項、博物館法第 18 条並びに仙台市科学館条

例に基づき設置される博物館である。地方公共団体である仙台市が設置する公立博物

館（博物館法第 2条第 2項）であり、宮城県教育委員会の登録（同法第 10 条）を受け

ている。  

 

第 3章 要求水準書等に定める基本的事項及び留意事項 

１． 実施方針に関する事項 

（１） 実施方針策定に際しての留意事項 

実施方針の策定に際しては、以下の点に留意し、市が民間に何を期待するのか明確

なメッセージを示すことが重要である。 

① 初期大規模改修工事及び維持管理期間中の修繕・更新工事にかかる市の考え方の明

確化 

② 科学館としての魅力推進のためのコンテンツにかかる市の考え方の明確化 

 

２． 要求水準書に関する事項 

（１） 要求水準書の目的 

要求水準書は契約書類の一部を構成するものであり、PFI 事業において市が民間事業

者に要求する最低限満たさなければならないサービスの水準の要件を示すものである。 
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（２） 要求水準書に関する留意点 

① 発注者の意図の明確化 

② 要求水準の具体化 

③ 要求水準書、モニタリング、支払いの連動  

 

３． 初期大規模改修工事及び維持管理運営期間中の修繕・更新工事に関する要求水準

書作成にあたっての留意事項 

（１） 改修事業の特徴を踏まえた要求水準書作成の留意事項 

改修事業では、要求水準書作成にあたり、下記の点に留意することが求められる。 

留意事項１：既存施設に関する情報開示 

留意事項２：現地調査の実施 

留意事項３：工事期間中の施設利用に係る情報の提示 

 

（２） 民間ノウハウを最大限活用するための要求水準書作成の留意事項 

① 改修事業において民間ノウハウを最大限活用するうえでの発注形態の考え方 

本事業における要求水準書作成にあたっては、初期大規模改修工事及びその後の維

持管理運営期間中の修繕・更新工事の各段階において、要求事項の仕様をどの程度ま

で固めることが望ましいかを検討することが必要となる。 

  

② 発注パターンの検討の必要 

本事業においては以下のような 4つのパターンが考えられる。 

 

図表 6 発注パターン 
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③ 発注の前提 

仙台市科学館の実情に応じて PFI 事業を発注するためには、建物の劣化状況を調査

し、今後 20 年間に見込まれる工事を再整理して「PFI 事業期間における修繕・更新計

画」を作成することが望ましい。 

この PFI 事業期間における修繕・更新計画は、PFI 事業の発注に当たって期間中に発

生する工事費を積算する材料として活用する。なお、選定事業者が各種工事を実施す

る時期については、PFI 事業期間における修繕・更新計画に定めた工事実施時期を基本

とするが、仮設足場を組んで行わなければならない工事（工事費が嵩むため、維持管

理期間中は可能な限り少ない回数で済むように初期大規模改修工事としてまとめて行

う）と、エレベーターの更新時期のように施設の活用期間を見渡して発注時に設定す

るものを除いて、維持管理運営期間中の修繕・更新工事として自由度を与えることに

より、建物の保全に民間のノウハウを生かすことが考えられる。 

 

④ 初期大規模改修工事 

１）発注パターンの検討 

今回の改修範囲が建物の一部であることから、ある程度仕様を明確化しないと工事

範囲が不明確になり、事業者により認識の相違から工事費に大きなブレが生じる可能

性がある。よって、パターンＣを採用し、少なくとも「更新」については基本設計を

ベースに工事項目・部位を規定し発注する方式が適していると考えられる。 

 

２）要求水準書を作成するにあたっての留意事項 

ⅰ）パターンＣで発注する場合の留意事項 

パターンＣで発注する場合は、少なくとも建築工事及び設備工事の「更新」及び建

築工事の「修繕」の工事項目・部位を特定して工事を発注することが望ましく、市は

PFI 事業期間における修繕・更新計画における 2017 年実施予定の工事につき基本設計

を実施する必要がある。 

この 2017 年実施予定の工事箇所につき、仕様的要素をどこまで提示していくかを検

討し、基本設計により工事項目・部位を規定していくことになる。 

 

ⅱ）レストラン及びミュージアムショップの改修に係る留意事項 

レストラン及びミュージアムショップについては、最低限禁止する事項につき要求

水準で定め、その他の部分については民間事業者の提案に任せることが有用であると

考えられる。 

     
⑤ 維持管理運営期間中の修繕・更新工事 

１）発注パターンの検討 
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維持管理運営期間中の修繕・更新工事については、パターンＢを採用し、少なくと

も建築の「更新」は工事項目・部位を提示して発注する方式が適していると考えられ

る。 

パターンＢで発注する場合、募集段階においては、市は PFI 事業期間における修繕・

更新計画に基づく仕様を事業者に提示し、事業者にはそれをベースに、市が予め定め

るルールに従い民間のノウハウに基づき事業費を算出することを求めることが妥当で

あると考えられる。 

事業実施段階においては、下記の事項を図ることを検討し、民間ノウハウを活用す

ることが求められる。 

a）選定事業者が適切な時期に劣化診断を行い当初の計画との差異を検討のうえ、市が

予め定めるルールに従い（次項で触れる更新工事項目の扱いを参照）、自らのノウ

ハウに基づき更新工事の内容及び時期を見直すことを可能とすること。 

b）見直しの内容によっては契約金額を精算すること。 

 

２）要求水準書を作成するにあたっての留意事項 

ⅰ）「更新」にかかる留意事項 

要求水準書の作成にあたっては、市は、①PFI 事業期間における修繕・更新計画で定

める更新時期を遵守することを求める工事と②事業者の提案あるいは維持管理運営期

間中の見直しにより更新時期を変更することを認める工事を識別し明確にする必要が

ある。 

ⅱ）「修繕」にかかる留意事項 

「修繕」については「性能発注」を前提に、「PFI 事業期間における修繕・更新計画

を参考とし、ライフサイクルコストの低減を図り PFI 事業期間の施設運営継続が可能

となるように考慮して修繕を行うこと」と提示するなどが考えられる。 

 

４． 運営業務に関する要求水準書作成にあたっての留意事項 

展示会の企画及び開催を PFI 事業者に委ねる場合、留意点として以下の事項が考え

られる。 

 

留意事項 具体化すべき事項 

他団体との連携 ネットワークを持つ他の団体と連携して展示を企画・構成

しやすいようにする。 

著作物の二次利用 PFI事業者が展示のために作成した著作物に関する権利関

係を明記する。また、PFI 事業者が、第三者である著作権

者及び著作者の許諾を得て展示を構成する場合、著作権者

及び著作者の許諾の範囲を明確にする。 

用語の統一・確定 「修繕」、「更新」などの用語は、建築物や建築設備で用い

られる場合と意味が異なる場合があるため、それぞれの意

味を明らかにする。 
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運営業務に関して生じるリスクを、リスク分担のみならず業務内容としても記載す

る場合、以下の留意事項が考えられる。 

留意事項 具体化すべき事項 

陳腐化リスクへの対応 予想外に科学技術の発展が速いために展示内容が急速に

陳腐化した場合、あるいは展示の見せ方自体が技術発展の

ため陳腐化した場合、展示を再構成するための費用負担者

及び PFI 事業者が実施すべき業務内容を明らかにする。 

特別な事情による来館者減少

への対応 

（需要変動）リスク 

災害等、当事者の責に帰すことのできない事由により来館

者が減少した場合の、費用負担者及び PFI 事業者が実施す

べき業務内容を明らかにする。 

 

事業者の収支に大きな影響を及ぼす事項は、業務遂行にあたっての条件を明示する

ことが望ましい。 

留意事項 具体化すべき事項 

展示の整備・更新に関する内

容 

提案者の解釈によって業務内容が大幅に異ならないよう、

展示の初期整備・更新整備の内容とそれに対応した予算を

明記する。 

事業開始時における引継ぎ内

容 

既存展示の撤去処分を含む場合、具体的な内容を明記す

る。 

休館期間の設定 展示の設置期間中及び撤去期間中、休館期間とするか明記

する。 

保険加入 提案の条件を同一にするため、保険に加入することを明記

する。 

市によるサービス対価の支払

い 

数年に一度生じる展示リニューアル工事に相当するサー

ビス対価部分も含めて完全に平準化した場合は、展示リニ

ューアル工事を実施しない年度において利益として課税

される可能性があるため、工事を行う年度にサービス対価

を支払うことが合理的である。その場合は対価の支払い方

法を明記する。 

提案事業と入館料 事業者の提案事業を行う際に、常設展等とは異なる入館料

を設定できるかを明記する。 

不具合発生時の復旧 復旧の制限時間やサービス対価の減額基準面積等は、実情

に沿ったものとする。 

 

第 4章 事業性の整理 

1. 業務範囲の設定 

（１） 改修業務、維持管理業務に係る業務範囲 

制度上の制約、民間事業者のノウハウの活用、リスク負担能力のどの点からも民間事

業者に委ねることは基本的に問題がなく、PFI 手法導入は可能である。 

 

（２） 運営業務に係る業務範囲 

法制面では、運営を民間事業者に委ねることに制度面では特段の制約はない。 

また、技術面、競争性、リスク面、財政面、実現性においては、博物館の分野（美術
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館や水族館等）での PFI 事例や民間施設が存在することから、基本的には特段の問題は

なく、民間事業者に運営を委ねることは可能である。 

ただし、運営業務のうち学校教育事業（インターンシップ、博物館実習は除く）は、

従来どおり市が実施する。また、科学館運営に係る市が権限を有する予算に関する事項

や行政財産の目的外使用許可処分、仙台市会計規則に従った事務処理を要する寄贈寄託

に関する事項については、従来どおり市が実施する。 

 

（３） 本事業の民間事業者の業務範囲 

前項までの検討から、本事業においては以下の業務範囲を民間事業者に委ねること

とする。 

図表 7 本事業の業務範囲 

大分類 中分類 

改修業務 初期大規模改修業務 

 初期展示リニューアル業務 

維持管理業務 建築物保守管理業務 

 建築設備保守管理業務 

 備品等保守管理業務 

 外構施設保守管理業務 

 植栽維持管理業務 

 修繕・更新工事 

 施設清掃業務 

 環境衛生管理業務 

 警備・駐車場管理業務 

運営業務 学芸事業(展示リニューアル含む) 

 社会教育事業 

 連携事業 

 管理業務 

 自主事業 

 付帯事業 

 

2. 事業期間の設定 

（１） 市の視点からの検討 

① 施設の計画保全からの検討 

市の公共施設総合マネジメントプランの方針に沿った施設の計画保全を行うため、

本事業による初期の建築・設備大規模改修工事を保全サイクルの始点とし、次回の大

規模改修工事までの 1サイクル 20 年間を本事業の事業期間とする。 

 

② 施設の計画保全以外の視点からの検討 

一般的な指定管理者制度で採用される３～５年間と市の施設の保全サイクルである

20 年程度のメリット・デメリットを整理したところ、市にとっては事業期間が長いほ

うが財政負担の平準化や事務負担軽減、地域経済の貢献度大となりメリットは大きい。 
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図表 8 事業期間の比較 

○メリット  ●デメリット 

視点 事業期間 3～5年 事業期間 20 年程度 

市の視点   

 財政負担の削減

と平準化 

●平準化の効果が享受できな

い 

○財政負担の平準化により単

年度の負担額が抑えられる 

 市の負担の軽減 ●各指定管理者の選定手続き

を 3～5 年毎に実施するため、

市の負担が重くなる 

○指定管理者の選定手続きを

PFI 事業者選定と併せて実施す

ればよく、市の負担が軽くなる

 地域経済への貢

献 

●地域住民の職員としての雇

用期間が短く、地域経済へあま

り貢献しない恐れがある 

○地域住民の長期的な雇用契

約が期待され、地域経済に貢献

可能である 

 

（２） アンケート結果による民間事業者の意向 

アンケート結果では、10 年以上 15 年未満の期間を支持する回答が最も多く、その理

由としては、以下が指摘された。 

図表 9 事業期間に関する民間事業者の意向 

・既に竣工後 24 年が経過しているため、事業期間が 15 年を超えると想定外の維持

管理コストが生じる可能性が高まるため 

・資金調達や保険付保等の事業安定化に直結する内容に影響がでる境界期間 

・運営において、展示のマンネリ化解消及び斬新な企画導入などの観点から見直し

が必要であるため 

・次の大規模改修を含まない期間とするため 

・運営においてスタッフの長期的な教育が可能であるため 

・長期的な視点から事業計画を作成でき、経営に余裕が生まれるため 

 

（３） 本事業の事業期間 

市の視点及び民間事業者の意向のいずれからしても、10 年以上の中長期の期間設定

であることが望ましいと言える。 

民間事業者は 10 年以上 15 年未満の期間の意向を持つが、事業の立てつけ（対応策）

で懸念を抑えられ、事業期間を市の保全サイクルの 20 年間とすることは可能と考えら

れる。 

よって、本事業における事業期間は、市の方針に沿った施設の計画的保全という点

を重視し、公共施設総合マネジメントプランに従い１保全サイクルである長期の 20 年

間とする。 

 

3. 事業方式の設定 

本事業は市所有の建築・設備の大規模改修工事及び展示リニューアル工事とその後

維持管理運営となるため、事業方式に関しては RO 方式が前提となる。 
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4. 事業類型の検討 

（１） 本事業に想定し得る事業類型 

本事業の事業類型は、入館料の取り扱いによって、2つのケースを設定することが考

えられる。 

 

① ケース１ 

ケース１は入館料収入を市の歳入とするパターンであり、PFI 事業者の収入を市から

支払われるサービス対価のみとする「サービス購入型」である。 

② ケース２ 

ケース２は入館料を PFI 事業者が直接収受するパターンであり、PFI 事業者の収入を

入館料収入及び自主事業収入と市から支払われるサービス対価とする「混合型」であ

る。このケース２では、市がサービス対価の支払いの範囲で需要リスクを下支えする

とともに、提案時想定の事業収入の増減の範囲で需要リスクを PFI 事業者が負担する

こととなる。 

但し、初期大規模改修工事及び維持管理運営期間中の修繕・更新工事において修繕・

更新される構築物は、本事業が RO 方式を前提とするため市の資産であることから、こ

れら工事に要する経費はサービス対価支払の対象となる。 

また、展示に係る初期（2017 年実施）及び維持管理運営期間中のリニューアル工事

については、本事業での対象となる部分の展示物を民間事業者の所有とし、事業収入

とサービス対価で投資回収することも想定し得るが、民間事業者の見解では本施設に

おいて現状を大幅に上回る入館者数を集客することには積極的な意見が得られないこ

とから、本調査においてはサービス対価の対象とする。 

 

〇収益性向上の還元の仕組み 

ケース２において企業努力により収益性向上（事業収入増あるいは経費削減）が果

たされ、提案時の想定を上回る利益が確保された場合、当該利益の一定割合相当額を

還元する仕組みを構築することも可能である。 

なお、提案時の想定を上回る利益の還元方法としては、以下が考えられる。 

ア 還元分をサービス対価から差し引くことで還元  →財政負担削減に貢献 

イ 還元分を展示リニューアル費増額に回す →ハードとしての施設の魅力向上に貢献 

 

（２） 本事業の事業類型 

本事業では事業類型としては「混合型」を選択し、かつ還元の仕組みを採用するこ

とで、需要リスクを民間事業者に移転し、民間事業者による維持管理運営期間にわた

る収益性向上の追求の効果を市も享受することとする。 
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図表 10 事業スキームの想定ケース 

  

 ケース１及びケース１´ ケース２ 

業務範囲 初期大規模改修(実施設計・改修工事) 
初期展示リニューアル 

修繕・更新工事 

維持管理運営期間中展示リニューアル 
維持管理 

運営（学校教育事業及び管理業務の一部は市） 

事業期間 20 年 

事業方式 PFI-RO  

事業類型 サービス購入型 
（館内レストラン等付帯事業は独立採算） 

混合型 
（館内レストラン等付帯事業は独立採算） 

 民間事業者の収入

サービス対価 

・サービス対価 
・事業収入 

入館料収入（常設展・企画展・特別展） 

自主事業収入 

 収支構造 
 
 
 
 
 
 
 

費用 収入 

初期大規模改修費 

サービス対価 

初期展示リニューアル費 

期間中展示リニューアル費 

修繕・更新工事費 

維持管理費 
（修繕・更新工事費除く） 

光熱水費 

運営費（非収益事業）*1 

運営費（収益事業）*2 

付帯事業費 
付帯事業収入 

（独立採算） 
 

 
費用 収入 

初期大規模改修費 
サービス対価１ 

初期展示リニューアル費 

期間中展示リニューアル費 サービス対価２ 

修繕・更新工事費 サービス対価３ 

維持管理費 
（修繕・更新工事費除く） 

サービス対価４ 光熱水費 

運営費（非収益事業）*1 

運営費（収益事業）*2 
事業収入 

付帯事業費 
付帯事業収入 

（独立採算） 

＊1:学芸事業（展示以外） 
社会教育事業 
連携事業 
管理業務 

＊2:学芸事業（展示） 
  自主事業 

【民間ノウハウによる収益性向上の還元の仕組み】 
  
【事業収入増の場合】 

 
 
 

 
【運営費削減の場合】 

 
 
 

維持管理費 

光熱水費 

運営費 

サービス対価４  

  

  

事業収入  

   

維持管理費 

光熱水費 

運営費 

サービス対価４ 
 

事業収入  

 比較 〇ケース１ 

・業務実施（付帯事業除く）にあたり要する経費は全て市
からのサービス対価で賄う 

・入館料収入は市の歳入 

・市の財政負担はケース２に比べ重い 
・民間事業者は需要リスクを負担しない 
 

〇ケース１´ 
・入館料収入の増減に伴いサービス対価を増減させること

で需要リスクを一定程度民間事業者に移転 

・業務実施（付帯事業除く）にあたり要する経費は事業収

入と市からのサービス対価で賄う 
・維持管理運営期間中の展示リニューアルは、市が予め示
す予算内で実施 

・民間事業者は事業収入を直接収受できることでケース１
よりインセンティブあり 

・インセンティブがあることで、より民間ノウハウ発揮が

期待でき、事業期間を通じサービスの質の向上が期待可
能 

・民間事業者は事業費収入の増減の範囲で需要リスクを負

担（サービス対価は民間事業者の提案に基づき契約にお
いて上限を設定） 

・維持管理運営期間において、企業努力により事業収入増

あるいは維持管理費及び運営費削減（＊）が果たされ、
提案時の想定利益を上回る利益が確保される場合、当該
利益の一定割合相当額を還元 

（＊）期間中展示リニューアル費及び修繕・更新工事費
の削減は含まない 

 

【具体的還元方法案】 
① サービス対価から差し引くことで還元 

→財政負担削減に貢献 

② 還元分を展示リニューアル費増額に回す 
 →施設の魅力向上に貢献 

 

削減額 

削減額 


